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11/22 未来投資会議構造改革徹底推進会合 

「地域経済・インフラ」会合（農林水産業）（第１１回） 

  

（開催要領 ） 

1. 開催日時：2018 年 11 月 22 日（木）14:25～16:27 

2. 場  所：合同庁舎第４号館 12 階 共用 1214 特別会議室 

3. 出 席 者： 

三村 明夫  日本商工会議所会頭  

金丸 恭文  フューチャー株式会社代表取締役会長兼社長グループＣＥＯ 

 

加藤 百合子 株式会社エムスクエア・ラボ代表取締役社長 

渡邉 善太郎 株式会社スカイマティクス代表取締役ＣＯＯ 

菊池 紳   プラネット・テーブル株式会社代表取締役社長 

 

（議事次第 ） 

１．開会 

２．スマート農業の社会実装に向けた取組について 

３．林業・木材産業の成長産業化に向けた取組状況について 

４．農地の担い手への集積・集約化に向けた取組状況について 

５．閉会 

 

（配布資料 ） 

資料１：株式会社エムスクエア・ラボ提出資料 

資料２：株式会社スカイマティクス提出資料 

資料３：プラネット・テーブル株式会社提出資料 

資料４：農林水産省提出資料① 

資料５：農林水産省提出資料② 

資料６：農林水産省提出資料③ 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長）  

お時間よりも５分早いですけれども、皆さん、お集まりのようでございます

ので「未来投資会議 構造改革徹底推進会合『地域経済・インフラ』会合（農林

水産業）」の第11回を開催させていただきたいと思います。 

 それでは、議事に入らせていただきます。 

 本日は「スマート農業の社会実装に向けた取組について」。 

 それから「林業・木材産業の成長産業化に向けた取組状況について」。 

 最後に「農地の担い手への集積・集約化に向けた取組状況について」の御議論
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をいただきたいと思います。 

 まず、第１番目の議題でございますが「スマート農業の社会実装に向けた取

組について」御議論をいただきたいと思います。 

 最初に農業分野における先端技術の社会実装や農産物の流通プラットフォー

ムに関する取り組み、そして、そうしたものに対するお考えについて民間事業

者の皆様方から御紹介、お話をいただきたいと思います。 

 それを受けまして、農林水産省から、これまでの取り組み、そして、今後の取

り組み方針等について御説明をいただいて、自由討議に移らせていただきたい

と思います。 

 それでは、プレゼンテーションに移りたいと思います。 

本日は、まず、エムスクエア・ラボの加藤百合子代表取締役社長。 

 ２番目に、株式会社スカイマティクス様の渡邉善太郎COO。 

 ３番目に、プラネット・テーブル株式会社様からの菊池紳代表取締役社長の

お三方にお越しいただいております。 

 それでは、株式会社エムスクエア・ラボの加藤代表取締役社長にスマート農

業の社会実装に向けた取り組みなどについての御説明をお願いしたいと思いま

す。 

 

（加藤株式会社エムスクエア・ラボ代表取締役社長）  

ありがとうございます。エムスクエア・ラボの加藤です。よろしくお願いしま

す。 

 「農業×ANY＝Happy」という方程式のもと、農業が非常に社会性に富んでいる

ということで、いろんなANYを絡めて社会課題を解決しようということで事業推

進をしている会社になります。 

 ようやく、今、10期目に入りまして、いろんな構想をしていた仮説がようやく

ビジネス化して会社化したのが２社です。また、生産や、まだ法人化していない

ですけれども、アグリテックと称して、いろんな連携の取り組みを進めている

会社になります。 

 特に、きょうの議題で、やさいバスとアグリテックのところを御紹介したい

と思います。 

 ２ページ、やさいバス株式会社は、2017年３月に立ち上げた会社です。 

 立ち上げ当時の出資元は当社と鈴与です。この５月にA-FIVEから出資もいた

だきました。エムスクエア・ラボが長らく流通をやっていたのですけれども、流

通の実務と物流をつなげた形のものを行うやさいバス株式会社のほうに流通事

業も全部譲渡しまして、法人化する際にA-FIVEさんからの御出資を受けており

ます。 
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 ４ページ目に会社の概要が入っています。 

 大分エムスクエア・ラボ自体にも匿名組合をつくりまして、システム開発を

しているところです。 ミッションとしては、エムスクエア・ラボ自体もそうな

のですけれども、やさいバスもFood&Farm Ecosystem構築により、人がもっとハ

ッピーに、人間同士がかかわれる社会をつくれるのではないかと、それは、農業

にかかわるからこそできるのではないかということで、やさいバスを進め、事

業推進をしています。 

 やさいバスとは何だというところで言うと、５ページ目、農家さんがいて、左

側にスマートフォンが写っていますけれども、基本的には、スマホで受発注が

できますのと、受発注が決まると、物流まで全部手配が済んでいるという代物

で、しかも、その物流はシェア便です。 

 シェアエコノミー的に、１つのトラックがバスみたいにぐるぐる定期便で地

域を回っていまして、人間が乗り降りするかわりに、野菜が乗り降りするとい

うことです。宅配便で一人一人がドア・ツー・ドアでやりとりしていると、今、

宅配のコストがとても高いものですから、我々としては、１つの保冷トラック

をみんなで、地域でシェアすることで、やはりコストを下げるということ。しか

も受発注は相対なので、農家さんとつながれて、購買者ともつながれてコミュ

ニケーションがとれるという仕組みをつくって運営しています。 

 ６ページ目を開くと、ポイント３のところに「参加者どうしの直接コミュニ

ケーション」とあるのですけれども、これは、我々が一番力を入れたいところ

で、これがあるからこそ、博報堂のサービスデザインチームに入ってもらって、

ベンチャーとしては、身銭を切るのはすごく痛かったのですけれども、きちん

とサービスのデザインを、10年を見越してつくろうということで、しっかりシ

ステム開発の前にデザインを考えた上で、システム開発をしています。 

 ７月ごろローンチしたのですけれども、修正も要らず、非常にいい仕組みに

仕上がっているかなと思います。 

 今、静岡で運用していまして、ちょうど皆さんに認知されつつあって、カーブ

が少しぐっと上がる、ちょうど、その起点の時期に入ってきています。 

 ７ページ目は、時刻表です。本当にぐるぐる同じところを回っています。 

 そもそもなのですけれども、コミュニケーションに力を入れたいというとこ

ろで言うと、つくる人、使う人、食べる人、これが信頼でつながるチームをつく

りたい。それこそが、トレーサビリティーよりも、AIよりもブロックチェーンよ

りも、何よりもベースになって食がきちんと人をつなげるのだということでや

っています。 

 それが、どうビジネスにつながるかというと、使う人の利益や、売り上げが伸

びます。すごく青臭く聞こえるかもしれないですけれども、本当に３年で利益
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率が３倍になるなど、そういうことが実際に起こっています。 

 海外の研究者とも対話をすることが増えてきたのですけれども、やはり、ヨ

ーロッパであろうが、アジアであろうが、トラストをベースにした生鮮流通と

いうことを、そこがベースだということに、皆さん気づいてきていて、生鮮流通

は各国かなり課題感が強いのですけれども、トラストは大事だということで、

いろんな人たちと会話をしながら、この事業を進めています。 

  

 11ページ、我々、流通だけを考えているかというと、先ほど言ったように、や

はりコミュニケーションのところを大事にしたくて、ミッションでもあります。

これは、生産者とつながっているからこそ、食べた人が、例えば、地域の農家さ

んのところに手伝いに行くとか、つくった人がレストランに食べに行くとか、

そういうコミュニティーの強化に、多分、つながるバスになるだろうと思って

やっています。それが、我々のミッションであり、そこがゴールです。 

 したがって、12ページなどもそうなのですけれども、いろんな自治体さんと

か、事業会社さんからも問い合わせをいただいて、今は静岡だけなのですけれ

ども、各地での展開を準備中です。 

 13ページ、「海外へ」とあるのですけれども、海外も同様、いろんなところか

らインターンシップが来たりとか、大使館の方が来られたりして、自国の生鮮

物流をどうにかしなければいかぬと、農家さんの地位向上もしないと国として

は問題になってきているということで、我々小さい会社なので、なかなか全部

対応できないのですけれども、これから、世界にやさいバスというのを展開し

ていきたいと思っています。 

 もう一つ、Right ARMということで、これはアグリテックですね。 

農業経営者さんが、なかなか経営を「見える化」しづらいということで、見える

化するツールをRight ARMと呼んでいます。 

 これは、日本語訳をしていただければわかりやすいのですけれども、右腕で

すね、そのままです。農家さんの右腕になろうというのでつくっているシステ

ムになります。 

 つくっているのは、テラスマイル株式会社でして、我々は少しだけ出資をし

たり、私が役員になったりしている会社です。 

 実際、16ページにあるように、家族経営から規模を拡大していきたいとか、後

継者ができて、後継者は違う、もう少しシステマティックに仕組み化された農

業をしたいというときに、非常にお役に立てるツールです。 

 例えば、17ページ、どんなプロジェクトで普及しているかというと、データ量

は大分たまってきていまして、宮崎県の会社なので、宮崎県の事例が一番多く

なっています。 
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 一緒になって出荷予測をしたりとか、ハウスが古くなってきたのが、データ

から読み取れたりとか、この農家さんは成績が良い悪いといったこととかも全

部見える化できるので、産地として、チームとして、この農家さんの技術を上げ

れば、産地の競争力は上がるねとかといったことも簡単に見える化します。 

 基本、入力は出荷量です。ですので、非常にシンプルな入力で蓄積したデータ

をもとに、いろんな予測や支援が可能になっている仕組みです。 

 これから、10月末なのですけれども、出荷予測がやや遅れていて、12月には過

去のデータも含めて、ピーマンは、この時期に出荷できそうだみたいなのとか、

労務管理、労働力の平準化みたいなものも、出荷予測ができると作業予測がで

きるものですから、そういったこともビジュアル化した状態で農家さんが経営

しやすいようなツールを目指して、目下まだまだ改善中です。それで進めてい

ます。 

 以上です。ありがとうございました。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、株式会社スカイマティクス様の渡邉代表取締役COOか

ら御説明をお願いしたいと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

 

（渡邉株式会社スカイマティクス代表取締役 COO）  

御紹介にあずかりました渡邉と申します。よろしくお願いいたします。 

 スカイマティクスという会社なのですけれども、空のスカイと情報のインフ

ォマティクスと、それから、無限の可能性のエックスを掛け合わせて、空から無

限の情報をお届けするということを使命として、三菱商事の社内ベンチャーと

して立ち上げた会社でございます。 

 私自身は、15 年以上、宇宙業界で仕事をしておりまして、衛星画像を使った

農業向けのサービスですとか、そんなことに従事をしてきたわけですけれども、

なかなか生産者の方々が持続的に使うサービスにすることができなかったと。

こういう反省から、スカイマティクスでは、少し違った取り組みの仕方をして

いるということで、きょうは、そのあたりのお話をさせていただこうと思いま

す。 

 資料２ですけれども、まず、会社の御紹介です。 

 ３ページですが、設立して、まだ２年という若い会社でございまして、三菱商

事に 66％、日立製作所に 34％出していただいております。 

 今は、まだ、従業員としては 15 名ほどなのですけれども、宇宙業界、それか
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ら、位置情報サービス業界というようなところで仕事をしてきた人間が集まっ

て行っているということで、ドローンを掲げてはいるのですけれども、ほかの

ドローン会社様と決定的に違うのは、ドローンの製造から入らずに、ドローン

のデータを使った活用サービスを、宇宙業界・位置情報サービス業界でやって

きた人間の技術を使ってドローンに適用させたというところで行っている会社

でございます。 

 ここに「Remote Sensing as a Service」という言葉がございますけれども、

シリコンバレー、一時期バズりました Software as a Service で SaaS ですと

か、Platform as a Service で PaaS という言葉と同じように、Remote Sensing 

as a Service で RaaS という言葉を世の中に普及させたいなと、こんな私の思

いを込めて事業展開をしております。 

 私どもの特徴なのですけれども、４ページ、事業紹介なのですが、決して農業

だけではございませんでして、農業、建設資材、鉱山、資材管理、防災など、さ

まざまな分野に対してドローンからとったデータであったり、衛星のデータか

らとれるデータを処理、解析したものをクラウドサービスで御提供するという

ことと、そこからたまったデータを使って、別のビジネスを使うデータプラッ

トフォーム事業と、この２つを提供させていただいております。 

 このいいところというのは、これらの画像処理というもの、それから、人工知

能というものは、汎用的に使える部分と専用的に使える部分がございまして、

汎用的に使える部分がすごく広いからこそ、農業だけをやっているよりは安価

にできるということと、ほかの業界から学んだことで農業業界に適用できるサ

ービスが広がってくるというところをリアルに利点として感じているというと

ころでございます。 

 私どもは、スマート農業と最近よく言われますけれども、スマート農業の定

義を自分たちなりに定めております。 

 よくアメリカのほうでは、Precision farming で精密農業という言葉もあろう

かと思いますけれども、我々スマート農業は、精密農業とは捉えておりません。

あくまでも「3K」農業と捉えておりまして、私どもにとっての「3K」というのは、

「快適であって、効率的であって、格好いい」というところでございます。 

 農家さんの判断軸と同じような精密さを単なるテック企業が出すということ

は非常に困難ですので、他方で、農家さんが苦労されている不快な作業であっ

たり、手間のかかっていることだったり、こういったことを非常に快適にして

あげるという意味においてのスマートということで、我々は、これをスマート

農業と呼んで推進をしているというところでございます。 

 どんなサービスかということを簡単に御紹介させていただきます。 

 １つ目が「いろは」というサービスでございまして、これは、葉っぱの色を通
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じて、皆様に解析の「イロハ」を御提供するということで、「いろは」というサ

ービスを御提供しております。 

 最大の特徴は、どんなドローンでも結構でして、ドローンでとったデータを

我々のクラウドサービスにアップロードしていただくと、あらゆるものが処理、

解析された状態で、お客様の PC やタブレットなどでスマートに見ていただくこ

とができるというところでございます。 

 ここで御提供したい価値というものを６ページに御提供させていただきます

けれども、３つのバリューということで出させていただいております。 

 １つ目「生産性の向上」、２つ目が「技術・経験の未来への伝承」、それから

「教育と対話の進化」というところで、私自身、このサービスを開発する前の段

階で、２年間ほど農家さんのところに一緒に入らせていただいたりとかして、

農地で実際にドローンをつくっては飛ばして、解析しては農家さんに評価して

いただいてということを繰り返したのですけれども、この過程で皆様とお話を

すると、農地と農機を次世代に引き継ぐことというのは、皆さん、しっかりされ

ていらっしゃるのですけれども、自分の勘とか知見を今すぐ引き継いでいくと

いうことは、どうしても皆さん、今、農業を従事されていらっしゃいますので、

意外に取り組まれていないということが非常によくわかりました。 

 他方で、大規模化が進む中においては、雇用従業員の方を採用したりするこ

とによって、教育していくという手間もふえていると。こんなようなところを

解決する仕組みが必要だろうなというところで、この３つのバリューというも

のを出させていただいております。 

 私どものサービスなのですけれども、非常に単純でして、ドローンを飛ばし

て写真を自動で撮っていただき、その写真そのものをクラウドにアップしてい

ただくと、数分で処理されて画像と解析結果の確認が可能になっているという

ところでございます。 

 リモートセンシングとか画像処理とかの技術というのは、1900 年半ばからず

っと培われている技術ですので、部分的には枯れた技術もあるわけですけれど

も、それをクラウドでパッケージ化することによって、ちゃんと使いやすいも

のにしていこうというのが会社の方針でして、決して最先端の技術であればい

いという考え方はしていない。むしろ、使える技術をちゃんとプロダクトにす

ることのほうが大事だろうという考え方をしている会社でございます。 

 「いろは」の機能は、８ページ以下に書いてあるのですけれども、例えば、圃

場全体がわかるだけではなく、圃場の中のさらにピンポイントでわかる機能で

あったり、さまざまな生育診断ができる機能というようなところが 9 ページな

どにも御紹介させていただいているというところです。 

 10 ページも同じく処理、解析などの例を御紹介させていただきますけれども、
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11 ページ目を少しだけ御紹介させていただきます。 

 「高低差マップ」「雑草マップ」「収量予測マップ」「生育ムラマップ」と書

いてありますけれども、これは何かというと、ドローンというのは、非常に資産

稼働率が低い状態です。時々飛ばすという形で、この状態で空撮だけだと、農家

さんは買っても使い続けられないので、誰も買おうとはしないわけです。 

 従い、いかに資産稼働率を上げてあげるかということを、１つのテーマとし

て、我々は掲げておりまして、ここにあるドローンの画像から行なった解析事

例については、実際に使う時期が全く違います。高低差マップというのは、今の

圃場の高低差をあらわしています。これは、水稲農家さんなどが均平作業をさ

れた後に、水を張る前に、実際に平らになっているかということを確認するた

めに使っていただいているわけですけれども、これは、生育が始まる前の段階

で利用されているというものです。 

 右側の雑草マップというのは、実際に田植えをした直後には雑草が生えやす

いというときで、そのタイミングで使っていただいている。 

 その下の生育ムラマップというのは、生育過程上、どんなふうになっている

かということで、生育期に使っていただく。 

 最後は、キャベツの絵になっていますけれども、これは、我々の人工知能がキ

ャベツを自動的にＬ玉、Ｍ玉みたいな形で分類して抽出して、個数を数えてい

るという絵なのですけれども、収量の適期収穫のタイミングで使っていただく

という形で、こうすると、栽培時期から栽培後までずっと使っていただけるサ

ービスになると、こうすることで資産稼働率を上げられると、こんなような形

を取らせていただいております。 

 続きまして、農薬散布というものもやっておりまして、農薬散布サービスと

いうことで出しているのですけれども、私どもが農薬散布をやっている理由は、

こういった「いろは」というものを使うと、雑草の位置や、害虫の位置などがわ

かりますので、そういった部分だけに農薬を散布していただくことができれば、

農薬散布のコストそのものを下げることができるという考え方で、全量散布と

いう考え方ももちろんあるのですけれども、その中でピンポイント散布を効率

的に使っていただきたいということで、こんなふうにお出しをしているという

ところでございます。 

 こんなサービスを展開しているのですけれども、今、どれぐらい導入してい

ただいているかというと、20 都道府県ぐらいで、今ご利用頂いているところで

ございます。 

 実際に、皆様が、こういうふうに画像を撮っていただいて、そこに対して、い

ろんな評価をしていただくことによって、我々の人工知能が賢くなると、こん

なような体制をとらせていただいております。 
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 「普及に向けた取組」として、我々、ビジネスモデル側でも工夫をしておりま

して、３つの取り組みをしております。 

 １つは、シェアということで、機体だったりパイロットなどをシェアしてい

ただいて、初期費用と運用費用を低減していただくというやり方。 

 もう一つは、ドローンフリーということで、最近、中国の DJI さんのドロー

ンなども普及していますので、どんなドローンでもいいというドローンフリー

にすることによって、わざわざ高価なドローンを買わなくてもいいというよう

な形にしようということ。 

 それから、クラウドサービスプラットフォームということで、先ほどのよう

に、あらゆる機能をモジュールとして御提供することによって、利用シーンを

増やすことで少しでも資産稼働率を向上していただこうということで、この３

つをビジネスモデルとして工夫することによって農家さんに使っていただく取

り組みを入れております。 

  

 以上でございます。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございました。 

 それでは、次に、プラネット・テーブル株式会社の菊池代表取締役社長から御

紹介をお願いしたいと思います。 

 

（菊池プラネット・テーブル株式会社代表取締役社長）  

プラネット・テーブルの菊池でございます。 

  

 弊社、プラネット・テーブルは、2014年５月に創業した会社でございまして、

４年半の、いわゆるテクノロジー・スタートアップの一角と御認識をいただけ

ればと思っています。 

 やっていることは、未来の食べるをデザインしようということをミッション

に、農業も「人が食べるために生まれた産業である」というところを含めて、今、

専ら４年間生産者の支援に向けたサービスインフラを作ってきた会社です。 

 今、大きく２つの軸を持っていまして、今日御紹介するSENDというサービス

は、全国の中小・零細の生産者さん5,000軒ぐらいの流通と物流の支援をやって

いるプラットフォームです。また、SENDを運用している中で気づいた生産者と

お金繰りの問題を解決しているFarmPay、この２つのサービスをやっています。 

 後者は、いわゆるフィンテックと言われる領域にも入るようなサービスと思

っていただければと思っています。 
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 本日は、SENDのほうでお話をさせていただきます。 

 いわゆるスタートアップなので、どうしても農業とスタートアップとかは少

し遠いねという印象があるかも知れません。しかし、そんなことはなくて、総額

16億円ぐらいの調達をやっていて、大きな金融機関とかもコミットしていただ

いているという意味では、農業の世界に、まだまだテクノロジーだったりイノ

ベーションだったりの可能性が大きいという期待もあり、その役割を担ってい

けたらなという立場でおります。 

 

 きょうはSENDというのを御紹介させていただくのですけれども、簡単に自己

紹介をさせて頂きますと、私の母が山形の真室川の農家出身でして、継ぎたく

なくて出てきた世代でございます。 

 私が20代後半、30代のときは、ちょうど農業を継いでくれと言われた世代で

ございます。当時、投資ファンドで働いていたのですが、東京で平日働きなが

ら、土日は片道４時間半かけて山形に通い、１年半農業を、半年は雪でできない

ので、実質１年間ほど農業をやった人間でございます。 

 

 そこで気づいたのは、やはり、生産者さんは、食べ物をつくることや、生産や

栽培そのものはすごく楽しまれていると、好きでやっている部分もある一方で、

農を業として捉えた場合には、非常に苦しいというような、この矛盾がすごく

私の中では印象的でした。 

 

 やはり、つくるモチベーションが失われる仕組みがあるという部分が大きい

です。自分がつくってもおいしい状態で出せない、青い状態で出して、他の方の

作っているものと目の前で混ぜられて、数日後に東京で売られている金額の３

分の１ぐらいが振り込まれますというのは、やはり、物をつくる人のモチベー

ションを奪っているなと。 

 

 私はこの「モチベーションを上げる仕組みをつくりたいなと、今の仕組みを

真逆にできないものかなと考えて、SENDは当時からつくってみたいなと思って

いたサービスです。 

 私、実は2013年から2014年、１年間だけA-FIVEに民間からの登用でお手伝いを

させていただいたのですけれども、支援側よりも自分がつくる側に回りたいと

いうところで起業をさせていただきました。 

 

 きょう御紹介するのはSENDというサービスです。SENDという名前のとおり、

送る、届けるというのと新鮮の鮮度で、くだらないようですけれども、こういう



11 

 

名称やコミュニケーションのデザインというのは非常に重要です。時々、鮮度

と漢字で書かれて、鮮度様と生産者さんからよく手紙が来たりしますけれども、

送り届けるの意味を込めてSENDと、横文字でございます。 

 ロスなくタイムラグなく畑から食べる人へ鮮度を届けるというサービスをや

ってございます。 

 

 生産者は、全国に今、5,000軒です。皆さんの定義で言うと、中小・零細に当

たる生産者が90％以上。年齢で言うと、55歳以下がほとんどです。ですので、次

世代、次の産地、農地の担い手になる人たちの仕組みをつくりたいというとこ

ろでやっています。 

 届出先は、東京を中心とした個店のトップレストランでございまして、いわ

ゆるミシュランとかに載っているような個店レストラン6,500軒です。チェーン

店やスーパーとかではなく、個店は物流難民でもありますし、調達難民でもあ

ります。同様に、出荷難民である中小・零細の生産者と個店をどうつなげるのか

というのがITの仕事でもあると思いますし、イノベーションの本質なのかなと

思って、ここでやっております。 

 

 畑へ行くと、生産者はこれから売れる食材は何だ、教えてくれと、結構意欲的

なのです。すごく鬱々としてやっているというイメージをお持ちかもしれませ

んけれども、若手の生産者は、非常にアグレッシブです。 

 あとは、つくったら、畑丸ごと食べてほしいし、やはり、一番いい状態で出さ

せてほしいということと、届いて食べた人のフィードバックがほしいとはっき

り言っています。 

 

 これを解決しましょうというところで、まず、需要を事前に予測して、今、11

月、12月はイチゴがすごく需要が伸びてきますけれども、私たちは４月にはも

う九州で作付の依頼をしています。 

 つくったものを規格もあるのですけれども、形のいいもの、悪いもの全て流

通に乗せる、しかも完熟の状態で出してもらうということと、届けているレス

トランからのフィードバックを、また、需要予測に戻していくということをや

っています。 

 今まで生産者が単純に望んでいたことを、そのまま仕組みにしただけなのだ

けれども、これが、今まで間に流通が入ってしまっていたり、利害関係が対立し

てしまうと、ここがなかなかつながらなかったのかなという意味では、一気通

貫にしたサービスなのかなと思っています。 
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 やっていることは、需要の予測が大きなポイントでして、過去３年半やって

きたので、SENDでのレストランの取引の情報であったりとか、天気の情報、ま

た、渋谷だったり、西麻布だったりという場所や、人の流れ、お祭り、そういっ

たあらゆる定性的な情報も入れて、月、火、水、木、金、土、また、１月、２月、

３月、４月、年間どうなるのかという需要を店舗ごとに予測して、地域ごと、も

しくは業態ごとに束ねて数量を予測していきます。 

 これを全体で束ねて、例えば、12月の３週目は、月、火、水、木、金、土で、

例えば、10トン、20トン、30トン、40トンほしいですというような数量があった

ら、それをつくれる生産者はどこにいるのだと、探します。やはり冬場は、北は

雪が降っていて難しいので、４月の時点で九州の生産者に適地適作でお願いを

する。その人たちは、つくれるのかどうか、その生産者がどこにどのくらいの面

積を持っていて、土地柄はどうで、気温はどうで、そのときは適期なのか、適作

なのかということを判断しています。これは、僕たちは適地・適期・適作ポート

フォリオと呼んでいますけれども、各適切な出荷時期を迎える産地に、半年以

上前に作付を依頼するということをやっています。 

 

 もう一つ、需要予測で重要なのが、シェフは頼んだら、当日、翌日持ってきて

くれ、10種類、20種類全部そろえてくれというオーダーをしてきます。 

 でも、生産者は頼まれても収穫して、梱包して出荷をしなければいけないか

らリードタイムを数日は必要、という矛盾があるのです。 

 そういったところで言うと、シェフが頼む詳細の量を予測して、生産者に１

週間から１カ月前に出荷依頼をします。 

 これに合わせて生産者は収穫をし、出荷をしてもらいます。シェフは、自分た

ちが頼む量を予測されているとは思ってはいないわけで、ただ注文をしてくる

だけなのですけれども、我々が届いたものを需要に応じてピッキングをして配

送をするということをやっています。 

 実は、ITベンチャーではない部分というのは、弊社は、品川に2,500平米のセ

ンターを構えて、配送車両も自社で抱えており、ピッキングから配送までのオ

ペレーションも持っている会社です。 

 ですので、実は、下の部分の物流のところは自社でやっているという会社で

ございます。 

 

 従来だと、畑からとって梱包をしたり、サイズをそろえたり、袋に詰めたり、

JAさんに送ったりすると、レストランまで届くのに収穫日から４日以上かかっ

ているというケースが多いです。 

 弊社の場合は、北海道だと前々日の午後、熊本だと前日の午前、千葉だと前日
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の午後でも当日の朝でも、その日のレストランの利用に間に合うような物流を

組んでいます。 

 ざっくり言うと、平均で従来の流通タイムの３分の１以下になります。しか

し、時間が短くなったことがポイントではなくて、大事なのは、青いうちにとら

なければいけなかった作物が、赤く熟していても持っていけます。 

 そういった意味で、物の品質や価値が上がり、結果として値段が上がります。

レストランは、おいしいものを使えるようになったと言ってもらえることが最

大の価値だったのかなと思っています。 

 

 価格が今まで、大体東京で150～160円だと、生産者の手取りは50～60円だっ

たりするのですけれども、弊社はシェフが買っている値段の80％を生産者に還

元しています。 

 つまり、先ほどのオペレーションを20％の手数料で物流を持ちながら回して

いるのです。ということは、受発注はほとんど自動化、人間がやっていません。

道具また、向き合わなければいけないところで言うと、流通ロスの議論があっ

て、今、一般的には、流通で15％、家庭で15％の合計30％と言われていますけれ

ども、弊社は生産者から全量買い取った上で0.88％、多分、世界最小のフードロ

ス率を誇るかなと、今、思っております。 

  

生産者のモチベーションを上げたいということが重要です。典型的な例だと、

大分のフルーツトマトの生産者さんが高齢で畳もうとしていたときに、SENDを

通じて儲かるようになったというのと、お父さんが東京によく出てきてレスト

ランとコミュニケーションをして、シェフが出てきて頭を下げると、それを息

子さんが見て驚いたそうです。その後、息子さんは、東京の大手の電気通信会社

で働いていたのですが、今年の４月に大分に戻られて農家さんを継いだという

ことがあって、私たちが最も描きたかった成功体験というのが出てきているの

かなと思っています。 

 

 生産者の痛みを解決しようと思うときに、テクノロジーを使うことを押しつ

けるのではなくて、彼らが思っていることを滑らかに解消してあげたいいと思

っています。僕たちがどんなに難しいテクノロジーを使っていても、それを生

産者に感じさせないサービスがいいのかなと思っていて、実は、こういう状態

になっています。 

 

 需要を予測して、作付、出荷依頼して、発注量を予測し、なおかつ直前に事前

詳細発注をし、到着全量買い取り、支払いをやっています。ここまでほぼほぼ自
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動です。 

 生産者は作付計画を立て、生産をし、収穫し、まとめて送っているだけです。

何も大きなことはやっていません。難しいテクノロジーも使っていません。 

 シェフも注文をし、受け取って、支払っているだけです。彼らは何も難しいテ

クノロジーを使う必要はありません。 

僕たちも、届けたり、リクエストを受けたり、作付の相談をしたり、コミュニ

ケーションのところには人間が張っています。それ以外のところはテクノロジ

ーでできるというところまでやってきた会社です。 

ちょうどAIが人間を超えるとか、いろいろ言われていますけれども、テクノ

ロジーと人間のハイブリッドが良いのではないかなと。人間がやるべきところ

は、届けたり、コミュニケーションをしたり、そういった人がやるべきところに

集中をし、それ以外をITを活用し、今まで無理だと言われていたコスト構造を

解決した１つの事例なのかなと思っています。 

 

 あとは、今回、SENDをやっていることで我々もたくさん気づいてきたことが

あります。例えば、生産者は早くお金がほしいが、レストランは月末締め翌月末

払いで払いたいというギャップです。生産者は出荷したらすぐお金が入らない

と、パートさんに払わなければいけないし、種ないし材料代も買い掛けでやっ

ているので取りに来られてしまうところもあります。そうした状況に対して

FarmPayを提供したりとか、SENDがあることで、どんどん生産者の課題というの

が見えてきたなと思っていますので、テクノロジーを使いながら新しい事業を

つくっていきたいなと思っております。 

 以上です。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、こうした民間事業者様のお話を聞いた上で、農林水産省からスマ

ート農業の社会実装に向けた取り組み、課題といった点について、お話をいた

だきたいと思います。 

 

（別所農林水産省農林水産技術会議事務局長） 

 よろしくお願いいたします。農林水産省技術会議事務局長の別所でございま

す。 

 きょうは、資料４で御説明申し上げます。「スマート農業の社会実装に向けた

取組について」ということでございます。 

 ２ページ目でありますが、スマート農業の意義として、私ども農業に画期的
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なイノベーションをもたらす、その結果、生産コストの大幅削減、高付加価値化

など、これまでの技術水準ではなかなか難しいレベルの生産性の向上が期待さ

れるということ。 

 また、農作業の自動化などで労働力の不足が解消される、熟練者のノウハウ

の見える化によって、技術の継承を円滑に行えるというようなことがあると考

えております。 

 他方、まだまだ技術開発、普及を進める上で課題もあるところでございます。 

 研究開発の段階では、現場での利用というものを十分意識しているのかとい

うこと、あるいは新技術を積極的に応用しようとしているのかというところが、

十分なところがなかったのかなという反省もございます。 

 それから、そういった技術の成果を実証する段階においては、要素技術の実

証というものは、いろいろ行ってきているのですが、トータルとして、生産体系

全体として実証してみる、あるいは農業経営への改善効果あるいはコスト分析

というところが不十分だったというところもございます。 

 あと、そういったものを横展開、普及していく上においては、まず、農家さん

がスマート農業を知るという機会が、まだまだ乏しいということ。あるいは先

端技術の導入コストを下げるという取組が、まだ、不十分などの課題があると

考えてございます。 

 次のページをめくっていただきまして、ここでは、主立ったスマート農業の

要素技術の現状というのを整理してございます。 

 個々を説明する時間はございませんけれども、例えば、上のほうでは、施設栽

培の環境制御あるいは露地栽培におけるセンサー、ドローンなどは既にその生

産現場での活用が始まっておりますし、無人トラクター、除草ロボットなども

市販品が出始めているというところであります。 

 一方、下のほうにある技術の継承システムなり、あるいは園芸作物の収穫ロ

ボットといった部分については、まだ、研究開発なり、実証の段階にあるという

認識であります。 

 こうした現状を前提といたしまして、今後、どのようにスマート農業の社会

実装を進めていくかということであります。 

 ４ページ目をごらんいただきたいと思います。 

 ４ページ目は、研究開発に関する、これまでの取組と、今後の方向性を整理し

てございます。 

 全体としては、現場での実装が円滑に進むように、まず、１つは現場の方々、

農林漁業者、食品事業者の方々のニーズというものを直接聞き取りまして、研

究目標を明確にしながら、また、研究開発の段階から現場の方々に参画してい

ただくという仕組みに改めております。 
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 それから、平成 28 年から、私ども「知」の集積と活用の場と、いわゆるオー

プンイノベーションの場をつくっておりまして、そういった場を活用いたしま

して、企業と農業者の方々の接点の拡大というものに取り組んでおるところで

す。 

 技術分野をざっくり見てみますと、下にございますが、いわゆるロボット化、

自動化についてでありますけれども、既に１人で２台を制御可能になる自動走

行トラクターあるいは ICT を活用した水田の自動水管理装置などは市販化をさ

れております。 

 今後は、やはり、さらに１人で多くの台数が遠隔制御できるようなトラクタ

ーのシステムあるいは中山間地域等、なかなか条件の厳しいところでのロボッ

ト農機。それから、今、一番人手に頼って労働力不足に悩んでおります野菜とか

果樹の、いわゆる作業ロボット、そして、低価格なスマート農機の開発、そうい

ったものを進めていきたいと考えてございます。 

 それから、いわゆる篤農家の方々の技の継承という観点では、いわゆる作業

を記録データ化して、学習アプリに置きかえていくというような取組を、今、17

の府県で実施をしてございます。 

 この先、AI を活用した、例えば、トマトとかキュウリとか、そういった園芸

作物の病害判定システムなども開発していきたいと考えておるところです。 

 経験、勘に頼っていた農業を、データを駆使した農業に転換していくという

取組では、取組の基盤となる農業データ連携基盤というものの構築に取り組ん

でいるところでありまして、異なるシステムの連携あるいはさまざまなデータ

の共有ということを進めてきております。 

 今、データ連携基盤については、水稲を中心とした整備となっていますけれ

ども、園芸作物などへの拡大、さらには流通、加工、消費、そういったところま

での、いわゆるスマートフードチェーンへの展開というのを考えているところ

でございます。 

 ５ページ目に、今、どういう生産現場のニーズを踏まえて、どんな研究開発を

やっているかという個別の課題を整理してございます。 

 なかなか、一々御説明する時間はありませんが、やはり、水稲作というのが、

もともと機械化が随分進んでおりましたので、技術的には、かなり先行してお

りますけれども、今、やはり、野菜、果樹あるいは牧草の収穫や果実の箱詰めな

ど、幅広い分野での研究開発に努めているところであります。 

 ６ページ目では、現場でどうやって実証・普及に向けていくかという取組の

考え方の全体図を整理しております。 

 スマート農業の普及のためには、まず、その第一段階として農業の担い手の

方々が、そういったスマート農業技術というのを理解していただいて、そして、
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実際に技術を選択して使いこなして経営改善にチャレンジしていくということ

で、いわゆる段階的な支援が必要だと考えております。 

 「Stage１」とありますけれども、最初の段階としては、やはり、担い手の方々

にスマート農業が何たるかみたいなところに触れていただくということが必要

ですので、いろんなフォーラムの開催あるいは農業大学校等でのカリキュラム

化、さらには ICT を活用いたしまして、国から農業者に直接情報を提供するシ

ステムの開発などに取り組んでいきたいと思ってございます。 

 次の段階においては、実際に担い手の方々がスマート農業の技術を試して技

術選択を検討していくという機会が大事になってまいりますので、私ども来年

度から全国でスマート農業の実証農場といったようなものを整備していくよう

なプロジェクトを進めてまいりたいと考えて、今、予算要求もさせていただい

ているところであります。 

 さらに第３段階のところで、実際に技術を導入する段階では、農家の方々の

相談相手となる、例えば、ICT ベンダーの方々あるいは現場の普及指導員の方々

の、いわゆる資質向上といったところに取り組んでいく必要があると考えてお

りますし、担い手と ICT ベンダーの方が直接対話できる機会の提供あるいはス

マート技術の低価格化ということも重要だと考えておるところであります。 

 今ほど、来年度に向けて予算要求をさせていただいているということも申し

上げましたが、いわゆるスマート農業の実装を加速化する上で、全国に実証農

場を展開したいと考えております。 

 ポイントとしては、まず、左側にございますけれども、生産から出荷まで体系

的に技術を組み立てるということと、しっかり、技術面、経営面からデータを収

集して分析していくということが重要だと考えております。 

 さらには、例えば、中山間地域などでは、機械の導入コストなどを下げていく

必要もありますので、共同利用とかレンタルですとか、そういった低減効果に

ついての検証なども行っていきたいということを考えておるところでございま

す。 

 ８ページ目でございますけれども、やはり、現場の農家の方々の、いわゆる技

術に対するニーズというものと、それから、特に企業の方々が、それに対してど

ういう技術を提供できるのかというマッチングが非常に重要だと考えてござい

まして、ここにある写真は、本省の当方の講堂、一番広いスペースを使って作物

別に、いわゆるマッチングミーティングということで、農業者の方々に全国か

ら集まっていただいて、また、ベンチャー企業の方々、企業の方々に参加をいた

だいて、ブースなども設けていただいて個別に相談をしていただくというよう

な機会もつくったりしております。 

 今後は、地方開催なども考えていきたいと思っております。 
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 ９ページ目でございますけれども、先ほど申し上げましたとおり、今後、スマ

ート農業の導入コストを下げていくということが、やはり重要でありまして、

そのためには、既存メーカーだけではなく、例えば、新しい技術を有しておられ

るベンチャー企業の方々の、いわゆる事業参入が重要だと思ってございます。 

 農業競争力強化支援法が施行されておりますけれども、農業分野での応用が

可能な新技術を持っておられるベンチャー企業が、新たに、例えば、農業機械製

造事業に参入するというような動きが出てきてございます。 

 これは、第１号の自動操舵のコスト低減に向けた事例を、ここには整理をさ

せていただいております。 

 最終的には、10 ページにトータル、まとめておりますけれども、さまざまな

研究開発の成果の実用化・商品化を進めて 2025 年までに農業の担い手のほぼ全

てがデータを活用した農業を実践していくということにしっかり取り組んでい

きたいと思います。 

 最後、簡単ではございますけれども、農産物流通プラットフォームについて

御説明申し上げたいと思います。 

 12 ページに、先ほど申し上げましたが、農業データ連携基盤の構築を進めて

いるということを御紹介申し上げました。さまざまなデータの共有、また、シス

テムの連携ができる基盤でございますけれども、それを流通・加工・消費に拡張

していくということで、SIP などの予算を使って、今、取り組み始めたところで

あります。 

 最後の 13 ページのところにございますけれども、流通の分野でも人手不足が

深刻化すると見込まれておりますので、省力化を大いに進めていく必要がある

ということで、RFID や電子タグ、ブロックチェーン、AI 等々の先端技術を有効

に活用してサプライチェーンの最適化を進めるプラットフォームを構築してい

きたいと思っておりますし、また、そのプラットフォームと、先ほど御紹介した

農業データ連携基盤の連携によりまして、流通全般の効率化と、川下の需要情

報に基づく無駄のない農業生産の実現に向けて取り組んでいきたいと考えてご

ざいます。 

 説明は、以上でございます。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、ここからは自由討議に移りたいと思います。 

 

（金丸副会長） 

 ３社の方々、すばらしいプレゼンテーションをありがとうございました。 
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 それぞれの企業に質問したいのですが、もし、皆さんの企業の成長を阻害す

る要因があれば上げていただきたいことと、それから、政府への要望といいま

すか、こういうところを変えてくれということがあれば教えていただけますで

しょうか。 

 

（加藤株式会社エムスクエア・ラボ代表取締役社長） 

 阻害要因は、政府でというのは余りないのですけれども、農村地域の村ルー

ルのほうが厳しい。慣習というもののほうが、どちらかというと厳しいです。 

 ただ、私たちは、物流と商流の間をつないでいますので、そういう意味では、

サンドボックスには、もう御相談しているのですけれども、やはり、同業であれ

ば、白ナンバーでも共同配送できるような多少の規制緩和はお願いしないと、

みんな同じ場所に納品するのですけれども、魚の人、豆腐の人、デイリーの人、

それで野菜の人が個別に軽トラックとか、小さいバンで配達に行くものですか

ら、そこは白ナンバーであっても商流を通さず、物流をシェアできるような規

制緩和をぜひしていただけないかなというので、サンドボックスさんに御相談

はしています。 

 

（渡邉株式会社スカイマティクス代表取締役 COO） 

 私たちもふだんから省庁の皆様とは、御指導を頂き、お話をさせていただい

ているのですけれども、やはり、ドローンは規制が多いところもありますので、

農地でドローンを飛ばすというときには、都市部とは違いますので、とれるリ

スクというのが変わってくるわけですね。効率的にデータはとってしまったほ

うがいいところはあるわけですけれども、さまざまな規制の中において、その

データのとり方のところが非常に手間になっているというところはあると思い

ますので、規制を緩和することによって、データが効率的にとれるということ

であったり、農薬散布ドローンにおいても、例えばなのですけれども、農薬散布

ドローンが作業中に自動で飛ぶということだけではなくて、日本というのは、

農地が点在していますので、点在している農地までドローンが飛んでいき、そ

こから人がまた作業をするというような形のやり方もあるとは思います。 

 そんなようなことを考えていくことができると、普及しやすいかなというこ

とを日ごろ感じておりますし、お話をさせていただいております。 

 

（菊池プラネット・テーブル株式会社代表取締役社長） 

 加藤さんとも少し重複するところがあるのですけれども、殊、SEND において

言えば、明確に物流、倉庫、設備周りというのは、一定の規制があるかなと思っ

ていて、まず、大きく白ナンバーの件というのも、もちろんそうなのですけれど
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も、例えば、直売所であったり、道の駅であったりというのを、もう少しテンポ

ラリーな物流拠点として使うと。 

 そうすると、結局、直売所は、今、生産者は持ってきてくれないと言っている

のですけれども、うちの荷物を預けに来るのだったら、ついでにちょっと置い

てくれたりもするわけなのです。若い生産者さんも集まるような拠点にするに

は、その辺は多少、例えば、直売所の裏のあいているところにプレハブの冷蔵庫

を置かせてくれとかということ、もう少し自由にやりたいなと。 

 それにつきまとって、倉庫を補助金で建てていると、使わなくなっていても

眠っていて、それを有効活用で転売するなり、ほかへ払い下げるなりというと

ころで、45 年ロックですとか、何十年ロックですみたいな話もあったりするの

で、その辺のところの自由度が低いなと思うところが多いです。 

 あとは、卸売市場、各地に行くと、地方卸売市場は、もうすかすかなので、物

流センターとだけ貸してくれませんかという話であれば、僕らは再生できるな

と思っていることがいっぱいあって、その辺のところも、やや卸売市場として

は、こういうのに入らなければだめで、ルールがこうでみたいなところは、ちょ

っと重たいなと思っております。 

 以上です。 

 

（三村会長） 

 加藤さんと菊池さんへの質問なのですけれども、いずれのシステムでも、鮮

度を維持するためには、おそらく在庫は持てないですよね。 

 そうすると、生産者とユーザーとの間のミスマッチングが起こりやすいと思

うのですが、どうやってそれを解決しているのかが、わからなかったのですけ

れども。 

 

（加藤株式会社エムスクエア・ラボ代表取締役社長） 

 ありがとうございます。 

 それが泥臭いところです。例えば、静岡ですと、この間、台風が２回直撃しま

したので、出ない、逆に畑にも在庫がない状態が起きます。 

 それで、11 月は暖かくて、台風で、もう出ないのではないかと思っていたと

ころが追いつきまして、今度、レタスが 12 月ぐらいからばさっといっぱい出て

きますという状況になっていて、作物の自然から受ける影響というのは非常に

大きくて、我々は、とめない、ためないがテーマなので、SEND さんと、そこは

一緒だと思うのですけれども、我々の流通上には在庫はないのですけれども、

農家さんのところに在庫がということはあるので、そこは、卸売市場とか、いろ

んな加工業者さんとかと連携しながら全部はける売り先をきちんと確保してお
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くといった システム外の取組が、我々にとっても農家さんにとっても重要な

取り組みになっています。 

 

（菊池プラネット・テーブル株式会社代表取締役社長） 

 SEND は、弊社のセンターに到着した時点で買い取っています。ですので、実

は在庫リスクをとっていて 0.88％のロスなので、実は在庫リスクをとりたくな

かったから需要予測の精度を上げていっている。 

 実は予測で言うと、４～５％外しています。ですが、ラストワンマイルは、実

は人が売りに行っています。インターネットだと迷ったら買わないのです。皆

さん、スーパーへ行くと買い過ぎませんか。回転寿司だととり過ぎるというの

と一緒なのですけれども、実は、リアルな需要とインターネットの需要は 20％

ぐらいのずれがあると言われています。ですので、ラストワンマイル売りに行

くと、ちょうどよかったと言って買ってくれたり、まかないで使うと言って買

ってくれたりするので、10％から 20％ぐらいのところは、リアルと IT で、10％

ぐらいまでの誤差までに縮めることができさえすれば、リアルで行って解消が

できるだろうということは想定していたのですけれども、想定以上に、その効

果は高いとは思っています。 

 ２つ目が、在庫を持つという考え方については、在庫を持ったほうがいいと

いうものも、実はあると思っていて、淡路や佐賀のタマネギの生産者は、北海道

が出せないときに期ずれで出す、A-FIVE のときにやったエビの案件もそうなの

ですけれども、実は夏で水揚げをして、プロトンで冷凍をかけて、単価の高い 12

月、１月に出すと 40％ぐらい単価が変わりますと。 

 こういうようなところで言うと、実は在庫というのも、一定の戦略上あるの

ではないかと。 

 

（三村会長） 

 積極的な在庫ですね。 

 

（菊池プラネット・テーブル株式会社代表取締役社長） 

 そうです。ABL みたいに、在庫が不良在庫だからディスカウントして買い取る

ではなくて、実は滞留させるとバリューが上がるという投資も可能なのではな

いかと思っていて、ですので、戦略的にためるというのも１つの産地形成の方

法としてはあるのではないかと思っています。 

 

（三村会長） 

 それから、「下町ロケット」を彷彿とさせる話を紹介してくれた渡邉さんにお
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聞きしたいのですけれども、もう既に多くのお客さんがいると仰いましたが、

中小・零細の農業者にとって、御社はちょっと取っつきにくい相手になってし

まうのではないかと思うのですけれども、そういう意味での苦労というのはあ

りませんか。 

 

（渡邉株式会社スカイマティクス代表取締役 COO） 

 すごくありますね。 

 我々普及の過程において、２年間で代理店を多数起用させていただいている

のですけれども、日ごろから農薬を販売されている方ですとか、資材を販売さ

れている方々と一緒に我々は同行させていただいておりまして、農家さんから

見たときに話しやすい相手であったり、そういう方と組んで、そこの心理的ハ

ードルを下げるというところを１つの取り組みとしてはさせていただいていま

す。 

 それから、この１年間は、非常に自治体様とかと取り組みをさせていただく

ことが多くなっている。またまた、地域に必ずインフルエンサーとしての役割

を果たされる篤農家さんというのがいらっしゃいまして、そういう方々が、最

初に我々とやっていただいて、その方々が、これはいいよとか、一緒にやろうと

いうようなことを言っていただく。この２つの取り組みの仕方を、今、並行して

いるというところです。 

 最初の開発のころというのは、農地でドローンを飛ばしたりとか、いろんな

ことをやっていると、周囲の方から何飛ばしているのだとか、本当にいろんな

ご指摘を受けましたが、今は大分そういうことは減ってきたかなというような

ところでございます。 

 

（三村会長） 

 今のお話は、農林水産省にも非常に参考になるのではないでしょうか。つま

り、スマート農業の有効性をどうやって農業者に理解してもらうのかというと

ころが、一番難しい点ではないかと思うのですけれども。 

 

（別所農林水産省農林水産技術会議事務局長） 

 まずは、非常に先進的で、例えば、実際に IT を入れて経営分析をされている

農家の方もいっぱいいらっしゃいますけれども、知らないという方のほうが、

むしろマジョリティーなのかなと思っていますので、そういう意味では、皆さ

んの現場に近いところで実際にこういう体系で、こういう農業ができるのだと

いうところを見てもらえるような、いわゆる研究の最後の仕上げと、そういう

モデル農場というものをセットにしたようなプロジェクトを、来年やらせてい
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ただいて、それで身近に見ていただくというところからやっていきたいと思っ

ています。 

 

（三村会長） 

 加藤さんのビジネスの手法は、ローテクとは言いませんが、割合取っつきや

すいやり方ですね。 

 今、静岡で手掛けておられ、それをさらに全国、海外にも広げたいと思ってお

られるということですけれども、このビジネスモデルは広く適用性があるもの

ですか。 

 

（加藤株式会社エムスクエア・ラボ代表取締役社長） 

 そうですね、静岡県ですと、さかなバス・バイ・やさいバスが始まろうとして

いまして、漁協さんと組んで、静岡県の漁協から市街地、静岡、浜松へ鮮度のい

いものをきちんと運ぼうとか、あと、既存のインフラは、まだ、静岡はいろいろ

残っていますので、そういう意味ではラッキーな場かもしれないのですけれど

も、鈴与さんと組んで、例えば、長野へ海なし県なものですから、魚がほしいと。

では、そのさかなバスでルートをつくりながら野菜も一緒に、シーズンが逆な

ものですから、東京に出さずに、長野と静岡で物々交換ではないですけれども、

流通させようとか、そういうのはいろいろできますね。 

 協業できる方たちもいっぱいいらっしゃって、例えば、スーパーさんが何十

店舗か持っていらして、そこにやさいバスを走らせたい。農家さんの管理が大

変なので、直売コーナーを設けるのだけれども、そこでやさいバスのシステム

を乗っけてやるとか、肥料会社さんと一緒に組むとか、お客さんの出荷支援で

すね。 

 海外になると、農家さんの手取りが 10％以下とか、これは、多分、ODA とか

JICA とかと組まないとやっていけないのかもしれないですけれども、コールド

チェーンがないので、100 生産しても、食べるのは 50 か、もっと低い状態で、

流通過程で腐らせてしまうので、それも一緒に抱き合わせで何か日本とできな

いかというのは、御相談を受けています。 

 

（三村会長） 

 菊池さん、先ほどのお話では、販売価格の 20％が自分たちの取り分で、その

中でシステムの費用や在庫コスト・食品ロスも含めて全部まかなうということ

ですね。 

 シェフが支払う対価の 80％が、文字通り農業事業者に全部入るということな

のですか。 
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（菊池プラネット・テーブル株式会社代表取締役社長） 

 おっしゃるとおりです。 

 

（三村会長） 

 そうすると、生産者の取り分というのは、従来の手法に比べて、どのくらいメ

リットが出ているものなのでしょうか。 

 

（菊池プラネット・テーブル株式会社代表取締役社長） 

 人によると思うのですけれども、例えば、既存の流通に完全に丸投げていて、

JA さん経由、市場経由、その後、数社の卸を経由して、八百屋さんまで経由し

てレストランへといった方たちからすると、２倍とかには、やっぱりなってき

ますね。 

 ただ、若手の生産者さんは、最近、ハイブリット農家という言い方をしている

のですけれども、JA さんに出すものは出す、地場の直売所、地場のスーパーに

出す、生協、オイシックス・ラ・大地さんに出す、あらゆるところに複数出され

ているので、そういったところを、ならして、ならして、まず、単価が上のほう

に、僕たちの単価は、多分かなり上のほうにはあるのだろうなと。 

 もう一つが、いわゆる秀品出荷と呼ばれる、30～40％のきれいで形が整って

いるもの以外のところに、ちゃんと需要をつくってあげることで、つくってい

る面積における出荷率であったりとか、総収入を上げてあげるということは非

常に重要で、例えば、僕たち形が悪いトマトは全部へたをとって冷凍させてお

くのです。そうすると、実は冷凍トマトは、半解凍すると皮がずるっととれます

ね。実は、フレッシュトマトのパスタのソースをつくるのに実は向いているの

です。余り加熱をし過ぎると風味が飛んでしまうので、そういったのをシェフ

とかと一緒にやりながら、きちんと理由があって、これを流通できる、無理しな

いと、ちゃんと価値があるという形のデザインをきちんとやるということだけ

でも、やはり、単収はどんどん上がっていくので、僕は、今の農家さんが所得２

倍ぐらいまでは上げられるなと思っています。 

 

（金丸副会長） 

 きょうお伺いした話は、農水省の皆様と一生懸命規制改革をやっていってい

るのですが、皆さんのほうが、今の法制度の中で実に先行されていて、しかも実

効果も出されている例を、きょうお聞きしたわけですね。 

 加藤さんのほうは、地産地消の中で、付加価値を生み出すために、アイデア

と、それから泥臭いことと、ハイテクを駆使されて、それで渡邉さんは、空中か
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らハイテクを農家の人たちに提供するということで、菊池さんは、生産者の人

とシェフというか、顔が見える実需者をマッチングさせて、お互いにコミュニ

ケーションをすれば、どんなものをどのぐらいつくればいいかとか、それから、

顔が見えるシェフにありがとうと言われたというのは、従来ないコミュニケー

ションだと思うのです。 

 総じて、そういう話をお聞きしたので、農水省に聞きたいのですけれども、菊

池さんの話は、これまで進めてきた流通改革の話の中で、先ほどは 20％で８割

還元できるという話があったので、もちろん農家さんから見れば、既存のルー

トと、菊池さんルートという使い分けができるので、売り先のチャネル戦略の

多様性が増したということだと思います。そういう中で、食料産業局が、お考え

になっている流通改革のどういうところに生かそうと思ったとかというのをお

聞きしたい。 

 それから、大澤さんのところですかね、農業者の所得を倍増すると言い続け

てきたのですが、もちろん生産性向上もあるものの、やはり、流通改革もあった

と思うし、それからハイテクの活用もあったので、どんなふうな感想を持たれ

たのかをお聞きしたいと思います。 

 

（倉重農林水産省食料産業局審議官） 

 食料産業局のほうから、お答えいたしますけれども、まさに金丸さんのおっ

しゃったとおりだと思うのですけれども、この分野もいろんな進んでいる分野

と遅れている分野があって、まさに卸売市場の改革とか、そこら辺については、

今までのところを変えていこうというところだと思うのですが、今回、御提案

しているプラットフォームについても、何かどんと１つのものというよりは、

いろんな取組があるものについて、民間の知恵、活力を生かして、そういうもの

を一つ一つつくっていくと。 

 その中で、やはり、どうしても遅れている分野として、パレットの流通の話も

ありますし、決済について、まだ、お金でやっているとか、電話で注文するとか

いう世界が厳然として存在いたしますので、そういうところをだんだんデータ

にして蓄積をして共有していくという、まさにインフラ的なことをやって、こ

ういう先進的な方も、それを裨益するという形にできれば、すばらしいのでは

ないかと考えております。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 経営局長。 

 

（大澤農林水産省経営局長） 
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 数年前からの農政の改革は、基本的に、多様な民間の方々の取り組みという

のをとめないようにするということが大事だということ。 

 それから、農家さんと最終の実需者というか消費者を直接結びつけることが

所得の向上につながるのだと、こういう考え方ができてきたのだと思います。 

 そういう中で、既存の仕組みも、うまく使いながらやっていくというお話も

ありましたけれども、既存の農協等の改革も進めていかなければいけないとは

思いますけれども、全体としては、やはり、新しい動きが非常に出てきていて、

こういうものをとめないようなシステムづくりをするのが必要だと、雑駁な感

想ですけれども、思った次第でございます。 

 

（三村会長） 

 渡邉さんにお伺いしたいのですけれども、これは、ほかの業者では、まねがで

きないような中身なのでしょうか。 

 つまり、葉の色から生育状況を判断するようなシステムは、データを取れば

誰でもできるものなのですか、それとも御社だからこそ判別できるような、１

つのノウハウに属するものなのでしょうか。 

 

（渡邉株式会社スカイマティクス代表取締役 COO） 

 正確に申し上げると、ハイブリットになっておりまして、画像処理解析や AI

の技術のところは私どものノウハウと、専業のところなのですけれども、この

１つのポイントというのは、こういった我々が技術で出したものに対して、農

家さんがウエブ上で直接確認して、そこにコメントを入力していただくことが

できるような形になっております。 

 この農家さんのノウハウが、我々の中に入っているということは非常に大事

なところで、それは、さらにデータがふえてくれば、ふえてくるほど、農家さん

は、それを信頼していただけてコメントを入力していただけると、こういうサ

イクルに入っていくかなと思っておりまして、まだ、今は、そこに入ったばかり

の段階だと思うのですけれども、その世界を目指しているというところです。 

 

（三村会長） 

 お聞きしていると、これだったらどんどん普及するような気がしてしようが

ないのですけれども。しかも、普及するほどデータが増えて、より適切な判断が

できるようになると、こういうことになりますね。 

 

（渡邉株式会社スカイマティクス代表取締役 COO） 

 そうですね。 
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（三村会長） 

 それなら、どんどんお客さんが来てしようがない感じになるのではないかと

思いますけれども、どういう状況なのですか。 

 

（渡邉株式会社スカイマティクス代表取締役 COO） 

 まだ、とてもそこまで申し上げられるような段階ではないですけれども、幸

いにも、本当に多くの生産者の皆様や自治体様など、いろんなところで利用い

ただいています。特徴として、やはり、作物が全然ばらばらでして、技術の一部

は汎用的なのですけれども、農家さんのお悩みに応えようとすると、ある部分

では専業化していかないといけないというところがあります。日本の場合は、

圧倒的にお米が多いというところもございまして、我々ローンチしてから、本

当に１年間はお米ばかりだったのですけれども、ここに来て、キャベツなど葉

物野菜に広がっているというところでございますので、作物がふえると、その

ときに必要な技術とか、アウトプットの仕方というのが変わってきますから、

このあたりは、まだまだ我々は勉強をさせていただかないといけないところだ

と思いますが、可能性としては大きいと思っています。 

 

（三村会長） 

 きょうは、元気をもらいましたね。 

 

（金丸副会長） 

 そうですね、改善の余地がいっぱいあるということですね。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 それぞれ、お三方から、まだ、おっしゃられたいことが、ほかにあれば。 

 

（加藤株式会社エムスクエア・ラボ代表取締役社長）） 

 農業は、本当におもしろいですし、やはり、私は最近、本当に海外との接触が

ふえていまして、食の流通、それこそ、やさいバスは、海外のコンサルから調査

依頼が来たりとかしているのですけれども、食の流通、生鮮の流通は、アマゾン

も解決していないぐらい難しくて、皆さんが困っている課題なのです。 

 日本が早く物流コストが上がってしまったがために、多分、いろんなサービ

スが出てきているのですけれども、そういう意味では、課題先進国なので、この

イノベーティブかどうかは別としても、一応、新しいアイデアで、世界的にもい

ろんな方が注目をしてくださっている仕組みがあちこちに出てきている。しか
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し、こうしたアイデアを早く海外に展開するには、やはり、ベンチャーだけだ

と、なかなか難しい。では商社さんと組むかというと、何か食べられてしまいそ

うで怖いし、どうしたらいいバランスで外に出られるのだろうというのは悩ま

しいので、ここで行政さんにお願いをすることではないのですけれども、一応、

特許は取っているものの、どうすれば、バランスよくベンチャーが世界にきち

んと飛び立てるのかというのは、農業分野だけではないのですけれども、ぜひ、

頭の片隅に、大手だけが勝つというところではない何か仕組みがあるといいな

と思っています。 

 

（渡邉株式会社スカイマティクス代表取締役 COO） 

 農業は、本当に最もデジタル化が遅れていると思っていまして、デジタルが

遅れているからこそ、我々のようなデジタルの会社がインパクトを残せる分野

かなと思っておりまして、その意味で、すごく力を入れている。 

 他方で、我々のできることというのは、本当に生産の中のある工程を非常に

快適にしてあげるとか、コストを削減してあげるという形で、農家さんのフー

ドバリューチェーンおける全てを解決してあげることはできないと。 

 農業は、１社単独で業界を全て変えるというのは、なかなか難しいと思って

おりまして、必ず業界全体でのオープンイノベーションが必要だと思っており

ます。 

 ですので、我々は、どちらかというと、最近は技術会社だけではなくて、流通

サイドの皆様とお付き合いさせていただいたり、農薬や資材会社さんとお付き

合いをさせていただくのもそういう形でして、業界の工程が違う方々と組むこ

とによって、農業全体にデジタルのインパクトを与えるというようなことがで

きるとおもしろいかなと思っておりまして、そういう視点で、皆様とお付き合

いをさせていただけたらありがたいと思っております。 

 

（菊池プラネット・テーブル株式会社代表取締役社長） 

 私は最近、デザイン経営とかになりますけれども、もともと未来はどうなる

のというのは余り興味がなくて、未来をどうしたいのかで一回デザインをして

から、そこに向かっていくのですけれども、生産者は、将来どういうふうな状態

になっていてほしいかとか、私が仮にあと数年度後に実家を継ぐとしたらどう

なっていたらいいかと思ったときに、技術的に教えてくれる人とか、野菜をつ

くったりするところの試行錯誤は結構楽しくて、イラストレーターとかデザイ

ナーとかがいろんなツールを使うのと同じように、試行錯誤は楽しくて、道具

もいろいろあって、それは、楽しんでいるうちに、その人たちはキャッチアップ

をするのだと思うのです。 
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 どちらかというと、その生産者をフォーカスしたときに、生産者にとって必

要なサービスインフラがおくれているのではないかという目で見ています。 

 ですので、実は、生産者の衰退以上に、地方の物流の衰退のほうが深刻だと思

っています。生産者は、なりたいというか、農業部分もあるので生産者になりた

いという人はいるのですけれども、誰が野菜を運びたいと言いますかと。 

 ヤマトさんも、週に１日、２日とりにきていたのが一本になりました。郵便局

も同じですね。それで、物流の衰退のほうが激しいなと。 

 あと、例えば、僕は金融業界の出身なのですけれども、普通の民間事業者が受

けられるような金融パッケージ、保険もそうですし、生産者向けに金融商品開

発というのは、すごく遅れているような感じがして、商品も農業という業に最

適化された金融商品はすごく遅れている気もしていて、そういった意味でいう

と、生産者にフォーカスをした新しい、少なくともほかの産業ではあるような

インフラであったり、サービスであったりというものを拡充していくというの

がすごく重要なのではないかと。つくるところは、一定、皆さん好きでやる部分

があるのかなと思っています。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 そろそろお時間になってきましたので、最後に、どうぞ。 

 

（金丸副会長） 

 農水省のどなたなのかわからないですけれども、お話の中で、地域の移動と

ありましたね、あるいは荷物を運ぶとか、その分野に対する規制改革に、農水省

はすごく熱心になってほしいのですけれども、その辺はどうですか。規制改革

会議が一生懸命違う省とがちがちに交渉するというのではなくて、ニーズ側で

すね、地方では確かにそういうニーズがあるのだというのは、きょうのお話な

どでもあるわけですから、ぜひ。 

 

（倉重農林水産省食料産業局審議官） 

 食料産業局で、例えば、トラックとか、国土交通省がもちろん業界としては持

っているわけですけれども、金丸副会長がおっしゃったように、ニーズとして

こういうものがあるということとか、あと、先ほども言いましたけれども、パレ

ットを使うことによっていろいろ効率化するとか、そういうことは、かなり国

土交通省さんと相談をしながらやっておりますので、今後もそれは一生懸命や

りたいと考えております。 

 

（金丸副会長） 
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 ぜひ、規制改革の要望側の省としてお願いします。 

 

（三村会長） 

 きょう、皆さんの話をお聞きして、スマート農業のすばらしい取組がいろい

ろと進んでいることがよくわかりました。したがって、可能性はものすごくあ

るということだと思います。その一方で、課題も多く、一層の努力も必要だとい

うことですね。 

 先ほど農林水産省から説明されましたように、2025 年までに、農業の担い手

のほぼ全てがデータを活用した農業を実践するというのが KPI の目標になって

います。その目標達成に向けて取り組むべき工程を官民で共有できるよう、先

ほど来のいろいろな話から分かるように、芽は出ているわけですけれども、今

後の施策の具体化をぜひとも検討していただきたい。これは、よろしくお願い

します。 

 もう一つは、先ほど話に出たように、スマート農業の普及のためには、農業経

営者に、スマート農業にはこういう可能性がある、こういうメリットがある、と

いうことに、気づいてもらうことが非常に大事ですね。 

 これは、農林水産省単独ではなかなか難しいかと思います。資料４の６ペー

ジで紹介されたような取組を、関係部局一体となって進めてもらいたいと思っ

ております。また、そのための情報の発信体制や相談体制の構築などの環境整

備についても、中間目標も置きながら着実に進めていただきたいと思います。 

 農業については、これが今年最後になりますけれども、来年早々に開催を予

定する推進会合で、農林水産省から、目指すべき姿とその実現に必要な取組に

ついて提示していただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 きょうは、いろいろと課題も新しく出てきたと思います。まさに課題先進国

としてというお言葉がありましたけれども、特に、最後、金丸さんからも御指摘

がありました、流通の部分については、我々は我々でサンドボックス制度の所

管部局も兼ねておりますので、引き続きお話を進めていきたいと思いますけれ

ども、ぜひ、農水省さんにも援軍というよりも、先駆けとしてどんどん攻めてい

ただくというぐらいにタッグマッチでやりたいと思いますので、ぜひ、そうし

た分野についても問題の洗い出しも含めて進めていきたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 まずは、ここで議題１を終了させていただきたいと思います。 

 民間事業者の皆様には、本当にきょうは、ためになるお話をありがとうござ
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いました。 

 ここで御退席をいただきたいと思います。 本日は、どうもありがとうござ

いました。 

 

【加藤代表取締役社長、渡邉代表取締役 COO、菊池代表取締役社長 退室】 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 それでは、次の議題に移らせていただきたいと思います。 

 次は「林業・木材産業の成長産業化に向けた取組状況について」の御議論にさ

せていただきたいと思います。 

 まず、冒頭、林野庁のほうから今年５月17日の未来投資会議で示された改革

の工程表を踏まえて、林業・木材産業の成長産業化に向けた取組について御説

明をお願いいたします。 

 

（牧元林野庁長官） 

 林野庁長官の牧元であります。 

 今、林政改革ということで、川上の山側から川下の需要開発に至るまで、いろ

いろな改革を進めさせていただいております。 

 それの状況の御報告と、あと、最近、国有林関係で新しい取り組みをしており

ますので、その関係もあわせて御説明をさせていただければと思います。 

 それでは、資料５の１ページ目、まず、改革の工程表①ということで、かいつ

まんで要点を御紹介させていただきます。 

 まず、一番最初のところの原木生産のところでございますけれども、山側の

一番の課題は、所有者が小規模・零細ということでございまして、森林をいかに

集約化するかというところが一番のポイントでございます。 

 そのため、森林経営管理法案というものを通常国会に出させていただきまし

て、これは、無事に成立することができました。これが、来年４月１日施行とい

うことでございますので、そのための準備を、今、都道府県とか市町村にもいろ

いろと説明会をやっておりまして、準備作業に入っております。 

 また、林地台帳の本格運用も、来年４月１日でございますので、その意味で、

2019年度というのは、大変大きなターニングポイントになる年ではないかとい

うことで、それに向けての準備を行っているということでございます。 

 あわせまして、そういった今後育てていくような地域に対して、路網整備と

か機械とか、こういったインフラ整備も重点的に投資をしていくということ。 

 それから、林業経営者、担い手のほうでございますけれども、これにつきまし

ても、まさにこの法律の運用の中で、こういったものを育てていきたいという
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ことでございます。 

 それから、こういった林業経営者を育成するに当たって、国有林のほうも、も

う少しお手伝いができるのではないかということで、この国有林についての法

制度の整備、長期・大ロットで仕事をお願いするような仕組み、これを今、検討

しておりますので、これは、後ほど御紹介をさせていただきたいと思います。 

 下のところでございますけれども、流通の効率化ということで、林業の世界

も、やはり、サプライチェーンマネジメントということで、川下の需要にあわせ

て、うまく川上から材が流れるという、このシステムが重要でございます。 

 そのためのフォーラムの設立等々、これは、今、31年度予算の中で要求をさせ

ていただいておりますので、予算がうまく通れば、これも2019年度からスター

トするということで、先ほどの川上側の改革とあわせて、この展開をしていき

たいと考えているところでございます。 

 ２ページ目のところでございますけれども、加工の生産性向上ということで

ございます。 

 この分野については、TPPとか、日EUとか、ああいったところの影響も受ける

ところでございますので、やはり、製材工場なりの効率化というものは喫緊な

業務ということでございます。そういうところに予算をいただいて、今、整備を

進めているというところでございます。 

 それから、川下側でございまして、需要開発、利用促進、ある意味一番大事な

ところでございます。 

 ここについては、真ん中あたりに書かせていただいておりますが、大きく２

つ、外材から需要をとるというところと、他資材から需要をとるという、この２

つを大きな柱にしております。 

 と申しますのも、日本の住宅、２階建てとか３階建ては、ほとんど木造でつく

っておるのでありますが、残念ながら半分ぐらいは外材を使っているというよ

うな状況でございます。特に２×４とか、ああいうところは、ほとんど外材でで

きておりますので、そういうところは、国産がもっともっと入り込める余地が

ありますし、実際、各メーカーも、今、乗り出していっておりますので、そうい

うことを通じて、外材からの需要増を図るということ。 

 それから、他資材のほうは、今まで鉄骨とか、RCでやっておりましたものにつ

きまして、何とか木でできないかということで、例えば、CLTということでござ

います。 

 これにつきましては、CLTの生産体制を整備するということで、2020年には10

万立米の生産目標ということで、現在、８万立米でございますので、着々と生産

体制の整備を行っているということでございます。 

 2020年の東京オリンピック・パラリンピックを契機に、ぜひ、都市における木
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造化とか、木質化とか、そういったものを推進いたしまして、需要拡大を図って

いきたいと、こういうことでございます。 

 下のところにございます、輸出の関係でございます。 

 これも実は、目標を上回るような形で額は伸びておるのでありますけれども、

ただ、まだまだ丸太中心というところに少し課題がございまして、もう少し付

加価値の高いものを出していこうということで、今、いろんな取り組みを行っ

ているということでございます。 

 ３ページ目のところでございます。 

 これは、昨年以来、御議論をいただいている点でございますけれども、森林経

営管理法ということでも、小規模・零細な森林所有者から市町村が一回森林を

集約化いたしまして、経営に適したものについては、この林業経営者にしっか

りお渡しをしていくと。適さないものについては、市町村が公的な管理をしよ

うと、このスキームがまさに、来年の４月１日からスタートをするということ

でございます。 

 そのために、特に右側にございます、意欲と能力のある林業経営者をしっか

り育てていかなければいけないということで、そのために、国有林ももう少し

貢献することができるのではないか。国有林は、森林の３割、国土の２割、さら

に木材供給量の２割を国有林から出しておりますので、その国有林も、もう少

しできることがあるのではないかということ。 

 次の４ページ目のところをご覧いただきたいと思います。これは、現在、検討

しております制度改正のイメージということでございます。 

 左側の現行の伐採についてご覧いただきますと、国有林も昔と違いまして、

今は現場労働者というものは全く抱えておりません。実際の仕事は、民間事業

者なり、森林組合に全部やっていただいているということなのですけれども、

事業の発注は、毎年毎年、工区ごとにそれぞれ発注しているというような状況

でございます。 

 それを、もう少し右側の新たなスキームということで、少しまとまった面積

で、しかもある程度長期間の仕事を出せば、需要が見込めますので、民間事業体

の皆さんも、例えば、機械の投資ができるとか、人員の雇用ができるとか、そう

いうことにつながっていきますので、もう少しまとまった形で仕事を出せない

かということでございます。 

 そして「検討の方向性」のところで、やや細かくて恐縮でございますが、では、

具体的にどういうスキームかということでありますけれども、１番のところで

ございますが、国有林で一定の区域を設定いたしまして、一定の期間内、こうい

う立木の伐採を行うことができるような権利を設定しようと。 

 イメージとしては、例えば、数百ヘクタールですとか、かなりまとまった面積
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を、例えば、10年間権利を設定するということでございます。今、生えている木

を伐採することができる権利ということで、物権的な権利と言っておりますけ

れども、物権そのものではなくて、いわゆる見なし物権ということで、漁業権と

か、鉱業権とか、ああいったものに類するようなしっかりした権利をお渡しし

たらどうかというイメージでございます。 

 ２番のところ「その際」ということでございますけれども、長期・安定的に独

占的に伐採できるということでございますので、やはり、権利の対価というも

のは、当然いただかなければいけないということでございまして、利益の増加

分の一部については、権利取得時に納入をいただくようなことも考えておりま

す。 

 ３番にございますように、では、どういう人に、こういう権利を与えるのかと

いうことでございますが、これは、基本は、この法律でつくっていただきました

森林経営管理法に定める意欲と能力のある林業経営者、まさに現場で頑張って

おられるような方に仕事をお出しするというのが基本でございます。 

 したがいまして、投資目的のみとか、そういう人はもちろん対象にならない

し、あと、非常に小規模で、そんな数百ヘクタールも受けられないというような

人は共同してやっていただけるということでございます。 

 ただ、エリアによっては、かなり大規模なもの、例えば、30年とか、そういう

超長期にわたって仕事ができるようなエリアというものもございますので、そ

うなりますと、かなり大きな事業者も参入できるようなところも出てくるので

はないかと考えているところであります。 

 ４番目のところにございますように、民業圧迫をしないということ。これは、

どういうことかと言いますと、材が出てくるというので、では、民有林の伐採を

やめて国有林のほうに仕事が移ってくるというのでは意味がありませんので、

需要拡大とセットだろうということで、例えば、イメージといたしましては、新

たな製材工場をつくるとか、合板工場をつくるとか、あるいは製造ラインを増

設するとか、そういう方々と連携して木を伐るような方々に対して権利を設定

するというようなことを考えているところであります。 

 また、５番目にございますように「事業の実施に当たっては」というところで

ございますが、国有林でございますので、やはり、公益的機能の担保というもの

は、当然求められるわけでございます。余り１カ所にまとまっていない木を伐

られても困りますし、現行の国有林のルールは守っていただいて、国もしっか

りそれをチェックできるような体制をとりたいということでございます。 

 ６番目にございますように、では、伐った後、伐りっぱなしでいいのかという

議論が必ずございますので、今回は、一応、伐る権利を与えるわけでございます

けれども、作業としては、植えるところまで一貫してやっていただこうという
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ことでございます。 

 ただ、新しく植えたものは誰のものになるのだということでございますので、

これは、国のものでございますので、経費も国で支出をするということでござ

います。 

 ７番のところにございますように、需要開発とセットでございますので、需

要開発絡みの制度改正も、国有林の制度改正とセットでやろうということで、

それが、最後の５ページ目のところでございます。 

 具体的にはということでございますが、金融関係の法律改正などを想定して

おります。 

 と申しますのも、現在は、森林所有者とか製材業者とか、こういった人たちに

いろんな運転資金、制度資金の供給ができるわけでございますけれども、下に

ございますように、赤字で書いてあるようなところは、現在、対象外になってい

るということでございます。私どもとして、もう少し政策のウィングを広げて、

例えば、川下側の、こういう利用者と、例えば、中小の住宅生産者と連携をして

集成材を出す業者、さらにそれと連携して材を出していくような素材生産業者

と、こういったような連携してやっていただくような場合には、ここで赤字で

書いているような人についても、運転資金の供給ができるような体制というこ

とを考えておりまして、現在、これについては、国土交通省さんや、経済産業省

さんにもお話をし始めているということでございます。 

 こういった形で国有林の制度改正を中心に林野関係で、イメージとしては一

括法をつくりまして、次の通常国会に法案として提出をさせていただくという

ことを想定して、今、作業を進めているところでございます。 

 私のほうからは、以上でございます。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、ここからは自由討議でございます。今の御説明をお伺いしたとこ

ろで、コメント等がございましたら、お願いします。 

 

（三村会長） 

 工程表が示され、意欲的な国有林活用の仕組みも検討が進められ、非常に喜

んでいます。意欲と能力のある林業経営者に任せるということですから、社会

政策としての林業ではなくて、産業政策としての林業に、ここで明らかに転換

していただけると理解しますので、よろしくお願いします。 

 ところで、国有林が新たにマーケットに入ってくるわけですけれども、その

ウエートというのは、どのくらいなのですか。 
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（牧元林野庁長官） 

 国有林については、面積は森林の３割でございまして、材の供給としては２

割弱ぐらいです。 

 

（三村会長） 

 その国有林の供給が拡大するとき、全体の生産量が国有林分しか伸びなかっ

たら、あまり意味がないですね。 

 

（牧元林野庁長官） 

 おっしゃるとおりでございます。 

 全体として、材の供給を増やそうとしておりまして、増えると思っておりま

す。 

 私どものイメージでは、今、大体年間3000万立方メートルぐらい国産材の供

給量がございますけれども、それを4000万立方メートルぐらいまで増やしてい

こうという目標でございます。 

 その中で、当然、国有林についても、その割合で伸びていくのではないかとい

うイメージでございます。 

 

（三村会長） 

 意欲と能力のある林業経営者をどのような基準で選定するのか分かりません

が、彼らにしっかり委ねることは貫いてほしいと思います。 

 

（金丸副会長） 

 すみません、ほかの会議でさんざん牧元さんとは話をしてまいったので、聞

くのが何度目かなので新鮮味が少し欠けているのですけれども、復習という意

味で、全体の計画としては、今まで議論していたことがまとまって、ここに書か

れていて、このとおり、工程をぜひ実行してほしいと、こういう思いでいます。 

 今、おっしゃられたとおり、生産性の向上というアプローチと、マーケットメ

ーク、需要の拡大というのが、どちらかというと、需要の拡大を先行させつつ、

生産性向上というほうに行くほうが、企業経営などでも健全だと思いますので、

ぜひ、そういうことをやっていただきたいこと。 

 それから、林野庁の中とか、農水省の中かもわかりませんが、いろんな部署、

縦割りのところを横で連携していただく必要があるので、そこも共通目標に対

してチームワーキングで、ぜひやっていただきたい。 

 結果としてというか、我々が得る果実というのは、流通コストと加工コスト
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の削減に行かないことには、所有者にも還元できず、いい循環にならない。今は

悪循環なので、これをいい循環に変えるというのは、全体の設計の要点だと思

いますので、そういうところをぜひ意識をしながらうまく結果を出していただ

きたいということ。 

 何回も言っているのですけれども、ちょっと再確認の意味で。 

 

（牧元林野庁長官） 

 ただいま、金丸副会長から御指摘をいただいた点でございますが、まず、需要

拡大が先行しなければいけないというのは、おっしゃるとおりだと思っており

ます。 

 とりわけ、私ども、都市においてもっと木を使っていく、これは、幸い経済団

体からも大変お力添えをいただいて、もっと中高層の建物とかに木を使ったら

いいのではないかという御提言もいただいておりますし、あるいは東京都を初

めとする都市部の自治体からも、最近もっと木を使おうということを言ってい

ただいていますので、ぜひ、そういう皆様と連携をして、まずは需要拡大にしっ

かり取り組みたいということが１点でございます。 

 それから、今、金丸副会長からございました、加工、流通コストの削減につな

がらなければ意味がないと、これも全く私ども同じ認識でございまして、この

一連の改革を通じて、加工、流通コスト、また、川上側の生産性コスト、いずれ

もの低減を図って、言ってみれば皆さんにこのメリットが行き渡るような改革

にぜひしていただきたいと思っているところでございます。 

 

（三村会長） 

 一番大量な転換需要が見込めるのは、外来からの２×４の切り替えだと思う

のです。 

 

（金丸副会長） 

 そうですね。 

 

（三村会長） 

 すると、どういう条件があったら、この代替がきくのでしょうか。このために

は何をやったらいいのか。 

 

（牧元林野庁長官） 

 ありがとうございます。 

 条件としては、かなりできつつあると思います。と申しますのは、まず、現在、
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木材価格については、基本的には外材と一緒でございますので、木材としての

競争力、山側に還元できていないというところが少し問題なのですけれども、

丸太にしてしまった場合の木材としては、基本的には外材と同じ価格でござい

ますので、十分これは競争力が出てきているということでございます。 

 それでは、何でシェアがとれなかったのかということなのですけれども、そ

こは外材のほうが、かつて売り込みに来たときに、特にカナダとかが典型的な

例なのですけれども、２×４工法とセットで向こうの材を売ってきたわけです

ね。それが非常にいい作戦であり、当時は、まだ外材のほうが安かったというこ

ともあるので非常に普及したという経緯があろうかと思います。 

 ただ、木材価格自体は、今、十分競争力ができてきておりますし、あとは、ス

ペックをうまく合わせれば、というのは、今の原材の供給が、例えば、現場では

３メートルとか４メートルとかで切っているのですけれども、３メートルなど

で切ると、要は２×４の間尺に合わないのです。そういうような切り方を、まだ

山側でしているというところもありますので、そういうところをうまく合うよ

うに合わせていけば、これは十分シェアをとることができると考えております。 

 

（三村会長） 

 参考までに、商工会議所の新ビルが12月３日にお披露目されますけれども、

その中に、多摩の杉を使った応接室をつくりましたからね。 

 

（牧元林野庁長官） 

 ありがとうございます。 

 

（三村会長） 

 それから、鉄が木材に代替されるのなら、喜んで代替されますから。総合的に

競争力を高めることが重要ですからね。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 

（三村会長） 

 整々粛々と、この工程表をさらに具体化しながら着実に進めていっていただ

きたいと、その一言です。よろしくお願いいたします。 

 

（牧元林野庁長官） 

 わかりました。 
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（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 それでは、次の議題に移らせていただきたいと思います。 

 議題の３番目「農地の担い手への集積・集約化に向けた取組状況について」。

こちらをお願いしたいと思います。 

 

（大澤農林水産省経営局長） 

 農水省の経営局長の大澤でございます。 

 資料６でございます。 

 早速、時間の関係もありますので説明をさせていただきますが、１ページ目

をごらんいただきたいと思います。 

 農地中間管理機構、農地バンクにつきましては、いろいろ御指導をいただき

ながら、平成26年にできたものでございまして、いわずもがなですが、右の表を

見ていただきますと「借受け」「転貸」「再配分」、今、現状として分散・錯綜

しております農地所有の形態を、とりあえず、農地中間管理機構が借りまして、

それを担い手にとりあえず貸すのですけれども、長期間の中で転貸、再配分を

やってまとまった農地、集約化の実現、こういうことをやろうということでご

ざいます。 

 KPIとしては、とりあえず、農地面積、耕地面積に占める担い手の利用面積の

シェアということではかっております。ちょうど、この農地バンクができてか

ら、利用面積のシェアは上昇に転じてはございます。 

 ただ、2023年に８割という目標からいきますと、現状55.2％ですので、相当加

速が必要な状況だと理解してございます。 

 そういうことで５年目のヘルスチェックをするわけでございます。 

 まず、よかった点から見ようと思います。２ページ目でございます。 

 うまく使われた例としては、これは、福井県の例ですけれども、10年以上の権

利を取得して話し合いが進むに従って農地を再配分するということで、左下の

地図にありますような２つの担い手に地区内の農地の８割が集約されたと。そ

れに応じては、12回の権利配分を繰り返した結果、こうなったということで、こ

れは、農地バンクがうまく機能した例だと思っております。 

 ３ページ目でございますが、このバンクの中に、やはり、担い手不足というこ

とを念頭に置いて、地域の外から、特に企業参入も含めて、この活用ということ

を円滑化できないかという論点があったかと思いますが、実際にもそういう例

が出てきておりまして、これは、土地は石川県で、入った企業も同じＩ県なので

すけれども、これはＩが違いまして茨城県でございますけれども、茨城県の野

菜の加工の企業が、これは、地域に担い手がいないということで、石川県側が非
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常に積極的に企業誘致をしたという例でございます。 

 こういう芽は出てきてございますし、４ページ目にございますように、これ

は、省を挙げてやっておりますので、局の仕切りをまたいで、いろんな事業が、

この農地バンクとの連携の強化を行ったりしております。 

 例えば、農家負担のない農地整備事業というのを平成29年に、これは、農村振

興局の事業ですけれども、土地改良法を改正して機構と関連する負担の軽減を

図ったところでございます。 

 ５ページ目以下が、このヘルスチェックの目詰まりはどこかというところで

ございます。 

 この農地を借りて再配分するという中で、まず、農地を出す人が一巡してし

まったというところが、まず、最近なかなか加速化していかない原因だと我々

は分析をした次第です。課題の１として、前提となる地域内での話し合いが低

調ということで、振り返ってみますと、初めの○にありますように、そういう集

積・集約化の気運があったところについては、この活用でうまくいったが、これ

が、もう一段落してしまったということで、今後は、新たに話し合いから始めな

ければいけない地域が多いというようなところでございます。 

 農地の出し手をつくっていくということが大事だということで、右側のほう

に、まず、地域の話し合いを重要視しようと。ただ、地域エゴになってしまうと

いうことは、この事業の本旨ではございませんので、まず、客観的な数字で見て

もらおうということで、①のところにありますように、耕作者が今何歳か、それ

から、その方たちの後継者がいるかどうか、これを地図に落とすという運動を、

ここ数年で始めたいと思っています。 

 逆に、その受け手までは、あえて決めずに、受け手については、農地の集約化

の方針を決めると。 

 これで、実際に本当に地域で担い手がいるのか、いないのか。いなかったとし

たらどうするということで危機意識を持ってもらうと、これをもう一回始めた

いと考えてございます。 

 その際には、話し合いのコーディネーターが必要でございますので、農業委

員会改革で新しくできました農地利用最適化推進委員などをもっと活用してい

ただくということを考えておりますし、実質化のインセンティブ措置、これに

ついても、省内でまたさらに深めていきたいと考えてございます。 

 ２点目ですが、６ページです。 

 農地バンクの事業は、手続が非常に現場に合っていないというところがござ

います。この手続を簡素化するということをやりたいと思います。 

 ①のところにありますが、出し手から農地バンク、農地バンクから受け手と

２つの手続を一体化すること。 
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 ②にありますような、実際の運用をしてみて、実績が余り上がっていないも

のについては、制度を廃止していくということで簡素化をしていくということ

を考えているところでございます。 

 ７ページでございます。 

 「農地の利用集積・集約化を支援する体制の一体化」ということでございま

す。 

 今まで農協、市町村等が行っておりました農地利用集積円滑化事業というの

が並列した形になっておりましたけれども、担い手にとってみますと、農地バ

ンクの農地のリストと、円滑化団体の農地のリストがありますと、一向にまと

まった農地が集まらない可能性があります。 

 これにつきましては、統合一体化ということで関係者とも話し合いをまとめ

まして、JA等については、一定の実績があるものについては、農地バンクの中に

組み込んで、配分計画の案を作成できる仕組み等々をつくっていくということ

を考えてございます。 

 ８ページ目でございます。 

 担い手の関係でございます。 

 担い手については、課題の４にありますように、不足する地域がある一方で、

広域で農地を利用する担い手も出現しております。 

 この広域で農地を利用する担い手の方々については、課題のほうの①のよう

に「担い手を認定する仕組みが活動実態に対応していない」。これは、現在、市

町村が担い手を認定する仕組みになっておりますけれども、市町村をまたぐと、

やはり、担い手も全く別の市町村にとっては知らない人ということで、手続が

非常に滞るというようなことも聞きました。 

 それから、役員を複数会社で兼務したいということで、グループ会社化をど

んどん県域をまたいでやりたいというときも、農地の要件、150日農業に常時従

事していなければいけないという要件が制約になっているという話もありまし

たので、これらの点を改善しようと考えております。 

 対応方針の①のところですが、担い手については「都道府県等」とあります

が、これは、県域をまたぐものについては国でございます。市町村認定に加え

て、都道府県認定、国認定という仕組みをつくりたいと考えております。 

 常時従事要件につきましては、特例的には、この役員のグループ間での兼務

を認められるように緩和をしていくということを考えているところでございま

す。 

 こういう事項を実現するために、関連法律を見直すことといたしまして、必

要な法案を時期通常国会に提出したいと考えてございます。 

 なお、参考の２つは、詳しい説明は省略いたしますが、ことし11月16日から施
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行されたものとして、相続の未登記農地の問題について簡単な手続で農地バン

クに農地を貸せる仕組みができております。 

 それから、10ページは、先ほどのスマート農業にも若干関係しますが、収穫用

ロボットなどを入れる際に、底地がコンクリート張りしたハウスというのは、

今まで農地ではできなかったものを認めるという改正も行った次第でございま

す。 

 以上です。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、本件につきましても、自由討議に移らせていただきたいと思いま

す。 

 

（三村会長） 

 久しぶりに状況をお聞きできたのですけれども、最後にこの会合で農地バン

ク事業の議論をしたときに、固定資産税の税制改正、つまり農地を遊休のまま

にしておくと課税を強化するというペナルティールールですね、これに相当の

効果が期待できるという話だったと思うのですけれども、税制改正の効きよう

はどうだったのですか。 

 

（大澤農林水産省経営局長） 

 実績が余り上がっていないというのが現状でございます。 

 74ヘクタールですが、実際上は遊休農地というのは、約10万ヘクタールござ

います。 

 ここについては、はっきり今回の資料には書いてございませんけれども、運

用の改善を図ることとしておりまして、問題点は何かといいますと、農地の利

用状況調査をやって、これは利用が低調だということになると、農地を農地バ

ンクに貸しなさいという勧告をすると。それで、それに従わないときには、固定

資産税が上がるという仕組みなのですけれども、もともと農地バンクが、ここ

は担い手がいないから借りませんと言ってしまうと、それが上がらない仕組み

になっていまして、それでは、農地バンクの裁量によって税が変わってしまう

と、それはおかしな話ですので、その点については、今、税務当局と相談をして

おりまして、運用の改善を図ることとしております。 

 

（三村会長） 

 たしか、ここに相当の期待を持って取り組んだのですよね。 
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（大澤農林水産省経営局長） 

 これもさらに資料にはございませんけれども、改善事項として、今、リストア

ップしているところでございます。 

 

（三村会長） 

 それから、こちらはお礼ですけれども、床にコンクリートを打ったものを農

業用施設として、固定資産税等について農地と同じように扱うようにしていた

だきました。これは、商工会議所の会員事業者さんから要望されていたことで、

非常にありがとうございました。 

 それから、資料６の１頁の「全耕地面積に占める担い手の利用面積のシェア」

のグラフですが、見せ方が少し甘めになっているのではないですか。このよう

に拡大しなければほとんどフラットに見えてしまうと思いますが、これは、や

はり遅々として進んでいないという評価でいいのですか。 

 

（大澤農林水産省経営局長） 

 平成21年から25年までを見ていただきますと、非常に停滞していたのに比べ

れば上がっているのですけれども、世の中の期待と比べると、まだまだ遅々と

しているという状況だと思います。 

 

（三村会長） 

 それから、前半で事業者の方々からプレゼンしてもらったスマート農業につ

いて、彼らは言っていなかったですけれども、やはり、大規模化というのが大き

な鍵になってくるのではないかと思うのです。 

 例えば渡邉さんの事業も、大規模農業のほうが、より活用しやすいですね。し

たがって、スマート農業の普及という観点からも、農地集約が１つの重要なキ

ーになってくるのではないかと思うのですけれども。 

 

（大澤農林水産省経営局長） 

 おっしゃるとおりでございまして、１ページの中では「借受け」「転貸」「再

配分」の中では、この再配分という形、できた姿がないと、ドローンを飛ばすに

当たっても、それこそ、とびとびにドローンを途中でトラックに載せて、もう一

回別のところに行ってということになりますので、かえってコストがかかって

しまうと思っております。 

 ですから、この集約化を実現するということが大事だと思っておりまして、

そういう意味では、農地バンク、先ほどのいい例のようなところをもっと増や
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していかなければいけないと思っております。 

 ドローン等、新技術が出てきたので、なおさら、これが必要になってきたと理

解しております。 

 

（三村会長） 

 KPIの目標としては、６年間で担い手の利用面積のシェアを25％も引き上げる

必要があるのでしょう。結構大変ですね。 

 

（大澤農林水産省経営局長） 

 目標を下げたらどうだという意見もございましたけれども、そういうことよ

りも、まず、我々としては各地域で地図をつくっていただいて、担い手がいない

のがどれだけあるのかと、皆さん、口ではよく言われます。ですけれども、実際

に農地を貸すかどうかという話になると、自分だけは、まだ、あと何年かはとい

うところが中心になってしまいますので、地域全体を地図で見せることによっ

て、この将来をどうしようということをやるのが一番効果があるのではないか

ということで、今回、そういうことをあえて、非常にローテクな話でございます

けれども、そこから始めようということを考えている次第でございます。 

 

（三村会長） 

 よろしくお願いします。 

 

（金丸副会長） 

 ２ページの農地バンクに一度貸して、この転貸先、この期間に12回も変わっ

て、結果としては集約が進んでいると、これも私にとってサプライズでいい話

なのですけれども、こういう話が全国でどれぐらいあると思っていますか、物

すごいレアケースなのか、いや、結構ありますよとおっしゃるのか、どうなので

しょうか。 

 

（大澤農林水産省経営局長） 

 先ほどの説明にもありましたように、そもそもこういう気運があるところが、

機構が受け入れられたというところですので、機構の実例としてはかなりござ

います。 

 ただ、一方でよく聞きますのは、機構には補助金もついておりますので、機構

に農地を出すと補助金がもらえるから使ったというのも、それも相当程度ある

ということでございます。こういう例も相当程度あれば、後者のような例も相

当程度あるというのが現状だと思います。 
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（金丸副会長） 

 あと、きょうは出てこなかったのですけれども、このインフラとして、農地ナ

ビの仕組みがあると思うのですけれども、利用状況というのはどうなのですか

ね。 

 

（大澤農林水産省経営局長） 

 どういうふうに、何をもって利用状況をはかるかということが、なかなかま

だ確立できていないのですけれども、インターネットにアクセスする回数とい

うのは、今、数字を持っておりませんけれども、かなりの数で、しかもふえ続け

ております。 

 ただ、我々が今後期待したいのは、今回の地域の話し合いを実質化する中で、

地図ということをあえて言わせていただいておりますけれども、この地図をつ

くるに際して農地ナビを使うということを、今度、集中してやりたいと思って

おります。それが一番きくことになるのかなと。 

 あと、農家の方からも、よく農地ナビは使ってみたということがありますけ

れども、やはり、必要な情報はもっとあるという話もあります。 

 例えば、機構に貸しているかどうかなのだけれども、農地の形はどうなのか

とか、標高はどうなのかとか、そういう情報がほしいということがあるのです

が、これは、いろんな情報を組み合わせないとできないものですから、農協デー

タ連携基盤なりで、固定資産税のデータがなりと、これをつなげる必要がある

のですけれども、そうなりますと、まだ、農地ナビの全部がというよりも、かな

りそこまでつながっているものはそんなに多くないという状況です。 

 

（三村会長） 

 いずれにしても、農地の集約・大規模化というのは、生産性の向上やスマート

農業普及のキーとなることですので、今回検討を掲げた改善措置によって相当

程度上がってくれることを希望していますけれども、随時、KPIを検証していた

だいて、追加の対策が必要となったら次々と打っていくと、こういうことの繰

り返しをぜひともよろしくお願いします。 

 

（大澤農林水産省経営局長） 

 御指摘を踏まえて、さらに検証をしていきたいと考えています。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 
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 それでは、本日の議論は、以上となります。 

 今回の議論を踏まえつつ、引き続き検討を進めていただきたいと思います。 

 きょうの議論でも、新しいトピックスも出てまいりました。ぜひとも農水省

内でも議論を固めていただきまして、年明け、また、引き続きこうした議論をフ

ォローアップしていきたいと思います。 

 ぜひ、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これで会議を終了させていただきます。 

 本日は、どうもありがとうございました。 


